
北 海 道 公 報 第 号平成 年 月 日（金曜日）

規 則

〇北海道国民健康保険調整交付金の交付に関する条例施行規則 （国民健康保険課）……
告 示

〇有害興行の指定 （生活文化・青少年室）……………………………………………………
〇土地改良区の役員の就任及び退任の届出 （農業支援課）…………………………………
〇道営土地改良事業変更計画の決定 （農業施設管理課）……………………………………
〇土地改良事業の施行の認可申請の適否の決定 （農業施設管理課）………………………
〇漁船損害等補償法の規定に基づく加入区の指定の一部改正 （水産経営課）……………
〇知事権限に係る保安林の指定の予定 （治山課）……………………………………………
〇知事権限に係る保安林の指定の解除 （治山課）……………………………………………
〇道路の区域の変更及び供用の開始 （道路整備課）…………………………………………

道立紋別病院告示

〇特定調達契約に係る資格に関する公示………………………………………………………
〇特定調達契約に係る入札の公告………………………………………………………………

道警察本部告示

〇特定調達契約に係る落札者等の公示…………………………………………………………

規 則

北海道国民健康保険調整交付金の交付に関する条例施行規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道国民健康保険調整交付金の交付に関する条例施行規則
（ 旨）
第１条 この規則は、北海道国民健康保険調整交付金の交付に関する条例（平成 年北海道
条例第 号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。
地域差指数 次のアからオまでに掲げる場合の区分に応じそれぞれ当該アからオまで
に定める割合をいう。
ア 当該年度の国民健康保険法（昭和 年法律第 号。以下「法」という。）第 条
第３項第１号イ及びロに掲げる額の合算額の見込額（国民健康保険法施行令（昭和
年政令第 号。以下「施行令」という。）第 条の６第２項の規定に準じて算定し
たものに限る。）を当該年度の法第 条第３項第２号に掲げる額の見込額（施行令第
条の６第２項の規定により算定したものに限る。以下この号において同じ。）で除
して得た割合（以下この号において「特別事情控除前の地域差指数」という。）が
分の を超える場合 当該年度の法第 条第３項第１号に掲げる額の見込額（施

行令第 条の６第２項の規定により算定したものに限る。）を当該年度の法第 条第
３項第２号に掲げる額の見込額で除して得た割合
イ 特別事情控除前の地域差指数が 分の 以上 分の 以下の場合 分の
ウ 特別事情控除前の地域差指数が 分の 以上 分の 未満の場合 分の
エ 特別事情控除前の地域差指数が 分の 以上 分の 未満の場合 分の
オ 特別事情控除前の地域差指数が 分の 未満の場合 特別事情控除前の地域差指
数
一般被保険者の所得比 当該年度の保険料（地方税法（昭和 年法律第 号）の規

定による国民健康保険税を含む。以下同じ。）の賦課期日における一般被保険者に係る
基礎控除後の総所得金額等（国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令
（昭和 年厚生省令第 号。以下「省令」という。）第５条第１項第１号ロに規定する
一般被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等をいう。以下同じ。）を平 一般被保険
者数（同条第１項第１号イに規定する平 一般被保険者数をいう。以下同じ。）で除し
て得た額を一般被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等の道内全市町村（道内におい
て国民健康保険事業を行うすべての市町村をいう。以下同じ。）の合算額を平 一般被
保険者数の道内全市町村の合計数で除して得た額で除して得た割合をいう。ただし、当
該割合が 分の を超えるときは、 分の とする。
介護保険第二号被保険者の所得比 当該年度の保険料の賦課期日における介護保険第
二号被保険者（国民健康保険の国庫負担金及び被用者保険等保険者拠出金等の算定等に
関する政令（昭和 年政令第 号。以下「政令」という。）第１条第１項に規定する介
護保険第二号被保険者をいう。以下同じ。）に係る基礎控除後の総所得金額等（省令第
５条第１項第２号ロに規定する介護納付金賦課被保険者に係る基礎控除後の総所得金額
等をいう。以下同じ。）を平 介護保険第二号被保険者数（前年度の１月から当該年度
の 月までの各月末における介護保険第二号被保険者の合計数を で除して得た数をい
う。以下同じ。）で除して得た額を介護保険第二号被保険者に係る基礎控除後の総所得
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金額等の道内全市町村の合算額を平 介護保険第二号被保険者数の道内全市町村の合計
数で除して得た額で除して得た割合をいう。ただし、当該割合が 分の を超えると
きは、 分の とする。
（北海道普通調整交付金の交付）
第３条 北海道普通調整交付金は、第５条の規定により算定した額（以下「調整対 需要
額」という。）が第６条の規定により算定した額（以下「調整対 収入額」という。）を
超える市町村に対して交付する。
（北海道普通調整交付金の額の算定）
第４条 北海道普通調整交付金の額は、当該市町村の調整対 需要額から当該市町村の調整
対 収入額を控除した額に知事が別に定める率を乗じて得た額とする。
（調整対 需要額の算定方法）

第５条 調整対 需要額（地域差指数が 分の を超える市町村に係るものを除く。）は、
当該市町村における次に掲げる額の合計額とする。

省令第４条第１項第１号イに掲げる額（法第 条第１項の規定により一部負担金の割
合を減じている市町村及び市町村が被保険者の全部又は一部についてその一部負担金に
相当する額の全部又は一部を負担することとしている市町村（以下「一部負担金の割合
軽減等市町村」という。）については、省令第４条第２項から第６項までに定めるとこ
ろにより算定した同号イに掲げる額に相当する額）
前年度の１月１日から当該年度の 月 日までの間において老人保健法（昭和 年法

律第 号）の規定による医療費拠出金の納付に要した費用の額から当該期間における政
令第２条第１項第２号に規定する退職被保険者等に係る負担調整前老人保健医療費拠出
金相当額を控除した額
前年度の１月１日から当該年度の 月 日までの間において法第 条第１項に規定す

る保健事業に要した費用の額（その額が当該市町村の前年度の１月から当該年度の 月
までの各月末における被保険者数の合計数を で除して得た数（以下この号において
「平 被保険者数」という。）に 円を乗じて得た額を超えるときは、当該市町村の
平 被保険者数に 円を乗じて得た額）
省令第４条第１項第４号イに掲げる額

２ 調整対 需要額（地域差指数が 分の を超える市町村に係るものに限る。）は、当
該市町村における次に掲げる額の合計額とする。

省令第４条第１項第１号イに掲げる額に 分の を当該市町村の地域差指数で除し
て得た割合を乗じて得た額（一部負担金の割合軽減等市町村については、省令第４条第
２項から第６項までに定めるところにより算定した同号イに掲げる額に相当する額に
分の を当該市町村の地域差指数で除して得た割合を乗じて得た額）
前年度の１月１日から当該年度の 月 日までの間において老人保健法の規定による

医療費拠出金の納付に要した費用の額から当該期間における政令第２条第１項第２号に
規定する退職被保険者等に係る負担調整前老人保健医療費拠出金相当額を控除した額に
分の を当該市町村の地域差指数で除して得た割合を乗じて得た額
前項第３号及び第４号に掲げる額の合算額

（調整対 収入額の算定方法）
第６条 調整対 収入額は、法の規定により保険料を徴収する市町村にあっては第１号及び
第２号に掲げる額の合算額とし、地方税法の規定により国民健康保険税を課する市町村に
あっては第３号及び第４号に掲げる額の合算額とする。

アに掲げる額に地域差指数を乗じて得た額とイに掲げる額に地域差指数を乗じて得た
額に一般被保険者の所得比を乗じて得た額との合算額
ア 当該年度における施行令第 条の７第２項第２号の被保険者 等割総額及び世帯別
平等割総額の道内全市町村の合算額から当該年度における一般被保険者に係る法第
条の２の２第１項の規定による繰入金（施行令第 条の７第１項に規定する基礎賦課
額に係る額に限る。）の道内全市町村の合算額を控除して得た額を当該年度の保険料
の賦課期日における一般被保険者数の道内全市町村の合計数で除して得た額に当該市
町村の平 一般被保険者数を乗じて得た額
イ 当該年度における施行令第 条の７第２項第２号の所得割総額及び資産割総額の道
内全市町村の合算額を当該年度の保険料の賦課期日における一般被保険者数の道内全
市町村の合計数で除して得た額に当該市町村の平 一般被保険者数を乗じて得た額
アに掲げる額とイに掲げる額に介護保険第二号被保険者の所得比を乗じて得た額との
合算額
ア 当該年度における施行令第 条の７第４項第２号の被保険者 等割総額及び世帯別
平等割総額の道内全市町村の合算額から当該年度における介護保険第二号被保険者に
係る法第 条の２の２第１項の規定による繰入金（施行令第 条の７第１項に規定す
る介護納付金賦課額に係る額に限る。）の道内全市町村の合算額を控除して得た額を
当該年度の保険料の賦課期日における一般被保険者のうち介護保険第二号被保険者の
道内全市町村の合計数で除して得た額に当該市町村の平 介護保険第二号被保険者数
を乗じて得た額
イ 当該年度における施行令第 条の７第４項第２号の所得割総額及び資産割総額の道
内全市町村の合算額を当該年度の保険料の賦課期日における一般被保険者のうち介護
保険第二号被保険者の道内全市町村の合計数で除して得た額に当該市町村の平 介護
保険第二号被保険者数を乗じて得た額
アに掲げる額に地域差指数を乗じて得た額とイに掲げる額に地域差指数を乗じて得た
額に一般被保険者の所得比を乗じて得た額との合算額
ア 当該年度における地方税法第 条の４第４項の被保険者 等割総額及び世帯別平
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等割総額の道内全市町村の合算額から当該年度における一般被保険者に係る法第 条
の２の２第１項の規定による繰入金（地方税法第 条の４第２項に規定する基礎課
税額に係る額に限る。）の道内全市町村の合算額を控除して得た額を当該年度の保険
料の賦課期日における一般被保険者数の道内全市町村の合計数で除して得た額に当該
市町村の平 一般被保険者数を乗じて得た額
イ 当該年度における地方税法第 条の４第４項の所得割総額及び資産割総額の道内
全市町村の合算額を当該年度の保険料の賦課期日における一般被保険者数の道内全市
町村の合計数で除して得た額に当該市町村の平 一般被保険者数を乗じて得た額
アに掲げる額とイに掲げる額に介護保険第二号被保険者の所得比を乗じて得た額との
合算額
ア 当該年度における地方税法第 条の４第 項の被保険者 等割総額及び世帯別平
等割総額の道内全市町村の合算額から当該年度における介護保険第二号被保険者に係
る法第 条の２の２第１項の規定による繰入金（地方税法第 条の４第２項に規定
する介護納付金課税額に係る額に限る。）の道内全市町村の合算額を控除して得た額
を当該年度の保険料の賦課期日における一般被保険者のうち介護保険第二号被保険者
の道内全市町村の合計数で除して得た額に当該市町村の平 介護保険第二号被保険者
数を乗じて得た額
イ 当該年度における地方税法第 条の４第 項の所得割総額及び資産割総額の道内
全市町村の合算額を当該年度の保険料の賦課期日における一般被保険者のうち介護保
険第二号被保険者の道内全市町村の合計数で除して得た額に当該市町村の平 介護保
険第二号被保険者数を乗じて得た額

（北海道特別調整交付金の額）
第７条 北海道特別調整交付金の額は、次に掲げる額の合計額に知事が別に定める率を乗じ
て得た額とする。

災害等による保険料の減免の措置が採られた場合において、知事が別に定める基準に
より算定した額
省令第４条第１項の額（同項第３号及び第４号に掲げる額を除く。以下同じ。）のう
ち、結核性疾病及び精神病に係る額（法第 条第１項又は国民健康保険法施行法（昭和
年法律第 号）第５条第３項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、

特定療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給（以下
「特別療養給付」という。）に係る額であって、当該疾病に係るものを除く。）の占め
る割合が知事が別に定める割合を超える場合において、知事が別に定める基準により算
定した額
省令第４条第１項の額のうち、健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定
方法（平成６年厚生省告示第 号）第５号の規定に基づき定められた療養担当手当に係

る額（特別療養給付に係る額であって、当該療養担当手当に係るものを除く。）がある
場合において、知事が別に定める基準により算定した額
国民健康保険の事業運営の広域化の推進に資する事業であって知事が別に定める基準
に適合するものに要する費用について、知事が別に定める基準により算定した額
療養の給付等に要する費用（法第 条の２第１項に規定する療養の給付等に要する費

用をいう。以下同じ。）の適正化、保険料の収納率の上昇等に資する事業であって知事
が別に定める基準に適合するものに要する費用について、知事が別に定める基準により
算定した額
療養の給付等に要する費用の適正化が図られ、又は保険料の収納率が上昇した場合そ
の他の場合で知事が別に定める基準に適合する場合において、知事が別に定める基準に
より算定した額
その他国民健康保険の財政に影響を与える特別の事情がある場合において、知事が別
に定める額
（事業の区域に変更を生じた場合の取扱い）
第８条 当該年度の４月２日以後において、一の市町村の事業の区域の全部又は一部が他の
市町村の事業の区域となった場合における当該他の市町村に対して交付する当該年度の北
海道国民健康保険調整交付金の額については、当該区域と当該他の市町村のその他の区域
とを区分し、その区域ごとに当該他の市町村を別個の市町村とみなして算定するものとす
る。
（端数計算）
第９条 北海道普通調整交付金の額、北海道特別調整交付金の額、調整対 需要額又は調整
対 収入額を算定する場合において、その算定した金額に 円未満の端数があるときは
その端数を切り捨て、 円以上 円未満の端数があるときはその端数金額を 円
として計算するものとする。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行し、平成 年度分の北海道国民健康保険調整交付金から
適用する。
２ 平成 年度から平成 年度までにおける北海道普通調整交付金については、第３条の規
定にかかわらず、道内全市町村に対して交付する。
３ 平成 年度における北海道普通調整交付金の額については、第４条の規定にかかわらず、
各市町村における第１号に掲げる額から第２号及び第３号に掲げる額の合算額を控除して
得た額に 分の４を乗じて得た額に知事が別に定める率を乗じて得た額とする。

第５条第１項第１号、第２号及び第４号に掲げる額の合算額
法第 条の２の２第１項の規定による繰入金の２分の１に相当する額
平成 年度における法第 条第３項に規定する基準超過費用額
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４ 前項の規定は、平成 年度における北海道普通調整交付金の額について準用する。この
場合において、同項中「 分の４」とあるのは「 分の６」と、「平成 年度」とある
のは「平成 年度」と読み替えるものとする。
５ 第３項の規定は、平成 年度における北海道普通調整交付金の額について準用する。こ
の場合において、同項中「 分の４」とあるのは「 分の６」と、「平成 年度」とあ
るのは「平成 年度」と読み替えるものとする。

告 示

北海道告示第 号

北海道青少年保護育成条例（昭和 年北海道条例第 号）第４条第１項の規定により、次
の興行を有害興行として指定する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
興行の
種 別

興 行 の 題 名 制作会社又は
配 給 会 社

指定の
範 囲

指 定 の 理 由

映 画 五十路おばさん 助平ったらしい尻 新日本映

全 部

著しく粗 性を助長し、性的感
情を刺激し、又は道義心を傷つ
けるもの等であって、青少年の
健全な育成を害するおそれがあ
ると認められるため

同 女子寮の好色親爺 屋根裏の覗き穴 同
同 らな果実 もぎたて白衣 オーピー映画

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、南長沼土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 監 事 松 村 敏 文 夕張郡長沼町東７線南５番地
同 同 同 柏 敏 春 同 東６線南９番地
同 同 同 原 衛 同 西１線南８番地
退 任 同 監 事 柏 敏 春 同 東６線南９番地
同 同 同 原 衛 同 西１線南８番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、次の地区について

道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、平成 年 月 日から 日間、一般の縦覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に

基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
北 門 畑地帯総合整備［担い手支援型（単独土層改良）］（暗きょ、土層改良） 北海道十勝支庁
美 宇 中山間地域総合農地防災（農業用用排水、土留工） 北海道日高支庁

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第３項において準用する同法第８条第１項の
規定により、次の土地改良事業の施行の認可の申請を適当と決定した。
その関係書類は、平成 年 月 日から 日間、一般の縦覧に供する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
事 業 主 体 地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
ながぬま農業協同組合 舞 鶴 北 基盤整備促進［基盤整備］（暗きょ） 北海道空知支庁
同 新 光 同 同

北海道告示第 号

昭和 年北海道告示第２号（漁船損害等補償法の規定に基づく加入区の指定）の一部を次
のように改正する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１法第 条第２項本文の規定により漁業協同組合の地区の区域の全部を加入区とするも
のの表中石狩・厚田・浜益加入区の項中「石狩市並びに厚田郡厚田村及び浜益郡浜益村一
円」を「石狩市一円」に改め、同表落部加入区の項中「山越郡八雲町のうち落部、東野及び
栄浜の区域」を「二海郡八雲町のうち落部、東野及び栄浜の区域」に改める。
２法第 条第２項ただし書の規定により漁業協同組合の地区の区域の一部を加入区とす
るものの表中瀬棚加入区の項中「瀬棚郡一円」を「久遠郡せたな町のうち瀬棚区の区域」に
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改め、同表大成加入区の項中「久遠郡大成町一円」を「久遠郡せたな町のうち大成区の区
域」に改め、同表熊石加入区の項中「爾志郡熊石町一円」を「二海郡八雲町のうち八雲町熊
石泉岱町、熊石折戸町、熊石相沼町、熊石館平町、熊石泊川町、熊石黒岩町、熊石見日町、
熊石鮎川町、熊石大谷町、熊石平町、熊石畳岩町、熊石根崎町、熊石雲石町、熊石鳴神町、
熊石西浜町及び熊石関内町の区域」に改め、同表八雲加入区の項中「山越郡八雲町のうち落
部、東野及び栄浜を除く区域」を「二海郡八雲町のうち落部、東野、栄浜、熊石泉岱町、熊
石折戸町、熊石相沼町、熊石館平町、熊石泊川町、熊石黒岩町、熊石見日町、熊石鮎川町、
熊石大谷町、熊石平町、熊石畳岩町、熊石根崎町、熊石雲石町、熊石鳴神町、熊石西浜町及
び熊石関内町を除く区域」に改める。

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 伊達市東関内町 の３地先・ の３（以上１筆地先１

筆について次の図に示す部分に限る。）
２ 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
３ 指 定 施 業 要 件

立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道胆振支庁経
済部林務課及び伊達市役所に備え置いて縦覧に供する。）

３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道網走支庁経済部林務課及び斜里町役場に備え
置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 斜里郡斜里町字真鯉９（次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 潮害の防備

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部道路整備課及び北海道釧路土木現業所に備え置いて、告示
の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道
２ 路 線 名 厚岸昆布森線
３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
釧路郡釧路町大字昆布森村字チョロベツ 番１ 前 から 道道根室浜中釧路線
地先から釧路郡釧路町大字昆布森村字チョロベ まで 重複
ツ 番１地先（道道根室浜中釧路線交点）まで
釧路郡釧路町大字昆布森村字チョロベツ 番１ 後 から 道道根室浜中釧路線
地先から釧路郡釧路町大字昆布森村字昆布森 まで 重複
番 地先（道道根室浜中釧路線交点）まで

道 立 紋 別 病 院 告 示

北海道立紋別病院告示第９号

地方自治法施行令（昭和 年政令第 号）第 条の５第１項の規定により、一般競争入
札に参加する者に必要な資格を定めた。
平成 年 月 日

北海道立紋別病院長 及 川 郁 雄
１ 資格及び調達をする物品等の種類
平成 年度において道が締結しようとする に定める契約に係る一般競争入札に参加す

る者に必要な資格は、 に定めるものとし、当該契約により調達をする地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第 号）第２条第２号
に規定する物品等の種類は、 に定めるものとする。

契 約 平成 年 月 日に一般競争入札の公告を行う北海道立紋別病
院の医療機器（人工透析装置）の購入契約
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資 格 北海道立紋別病院の医療機器（人工透析装置）の購入の資格
（以下「資格」という。）

物 品 等 の 種 類 医療機器（人工透析装置）
２ 資 格 要 件

平成 年北海道告示第 号の１の 、 、 及び によるほか、次による。
平成 年北海道告示第９号に規定する物品の購入の資格を有すること。
医療用具販売業の届出等をしていることを証明した者であること。
調達をする物品等に係る迅速なアフターサービスの体制が整備されていることを証明
した者であること。

３ 資格審査の申請の時期及び方法
申 請 の 時 期 資格審査の申請は、平成 年 月５日から９日までの間にしな

ければならない。
申 請 の 方 法 資格審査の申請は、次に掲げる申請書類の提出先に、当該提出

先の指示により作成した申請書類を提出することにより行わなけ
ればならない。

ア 提出先の名称 北海道立紋別病院庶務課
イ 提出先の所在地 北海道紋別市 町５丁目６番８号

４ 資格審査の再申請並びに資格の有効期間及び当該期間の更新手続並びに資格の喪失
平成 年北海道告示第 号の３の のア、エ、オ、４の 、 及び５の による。

３ 契約条項を示す場所
北海道紋別市 町５丁目６番８号 北海道立紋別病院庶務課

４ 入札執行の場所及び日時
入 札 場 所 北海道紋別市 町５丁目６番８号 北海道立紋別病院 別棟会議

室（送付による場合は、郵便番号 北海道紋別市 町５
丁目６番８号 北海道立紋別病院庶務課）

入 札 日 時 平成 年 月 日 午後２時（送付による場合は、平成 年 月
日必着）

開 札 場 所 に同じ。
開 札 日 時 に同じ。

５ 入 札 保 証 金
平成 年北海道告示第 号の１の 及び による。

６ 入札説明書の交付に関する事項
交 付 場 所 北海道紋別市 町５丁目６番８号 北海道立紋別病院庶務課
交 付 方 法 の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、 ４判用紙が入る返信
用封筒（あて先を明記したもの）及び重量 に見合う郵便料金
に相当する郵便切手を添えて、北海道立紋別病院庶務課に申し込む
こと。

７ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成 年北海道告示第 号の２の のア及び３の による。

８ そ の 他
平成 年北海道告示第 号の４の 、 、 、 、 、 、 及び によるほか、次

による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道立紋別病院庶務課
所 在 地 郵便番号 北海道紋別市 町５丁目６番８号

電話番号 内線
９
．

．

．

北海道立紋別病院告示第 号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、 年４月 日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。
平成 年 月 日

北海道立紋別病院長 及 川 郁 雄
１ 入札に付す事項

調達する物品の名称及び数量
人工透析装置 一式
契約の目的の仕様等 入札説明書による。
履 行 期 限 平成 年３月 日
納 入 場 所 北海道紋別市 町５丁目６番８号

北海道立紋別病院庁舎（５階透析室及び棟屋１階）
２ 入札に参加する者に必要な資格

平成 年北海道立紋別病院告示第９号に規定する物品の購入の資格を有すること。
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道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第 号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成 年 月 日

北海道警察本部長 口 建 史
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
交通管制センター交通状況大型表示システムの賃貸借 一式

２ 落札を決定した日
平成 年 月 日

３ 落札者の氏名及び住所
氏 名 日本電子計算機株式会社
住 所 東京都千代田区丸の内３丁目４番１号

４ 落札金額
円（月額）

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成 年８月 日付け北海道警察本部告示第 号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道警察本部総務部会計課
所在地 札幌市中央区北２条西７丁目

正 誤

○平成 年 月７日（第 号）
北海道規則第 号（都市 地法施行細則）中に次のとおり誤りがあったので訂正する。
ページ 欄 行

７ 右 ７
誤 届出、若しくは
正 届出若しくは
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